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埼玉県の給与・定員管理等について（令和２年度） 

 

 

１ 総括 

 

 (1) 人件費の状況（令和元年度普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 

（令和2年1月1日） 

歳 出 額 

Ａ 

実質収支 

 

人 件 費 

Ｂ 

人件費率 

Ｂ/Ａ 

(参考) 

30年度の人件費率 

令和元年度 

人 

7,390,054 

 

千円 

1,746,304,493 

 

千円 

5,328,135 

 

千円 

569,280,686 

 

％ 

32.6 

 

％ 

33.3 

 

 

 (2) 職員給与費の状況（令和元年度普通会計決算） 

 

区 分 

 

職員数 

Ａ 

給     与     費       

 

 

 

 

(参考) 

一人当たり給与費 

Ｂ／Ａ 

(参考) 

都 道 府 県 平 均 

一人当たり給与費 
給  料 職員手当 期末･勤勉手当 

計 

Ｂ 

令和元年度 

    人 

56,756 

    千円 

246,451,237 

    千円 

66,091,252 

    千円 

105,031,048 

    千円 

417,573,537 

千円 

7,357 

千円 

7,164 

（注）１ 職員手当には退職手当を含みません。 

２ 職員数は、平成31年4月1日現在の人数です。 

３ 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員

数には当該職員を含んでいません。 

 

(3) ラスパイレス指数の状況 

 
（注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数

（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を

100として計算した指数です。 

   ２ （）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指します。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地

域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用い

て補正したラスパイレス指数です。 

（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支

給率）により算出。） 

※ 令和２年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、②３年連続で上昇

している場合、③100 を超えている場合について、その理由及び改善の見込み 
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【理由】 

 ③人事委員会勧告に基づいた給料及び地域手当の配分見直しを行い、地域手当が下がり給料月額が上がっ

た影響で、昨年度よりも数値が上昇している。 

【改善の見込み】 

 今後とも人事委員会勧告を尊重しながら、適正な給与水準としていく。 

 

 (4) 給与改定の状況 

    ①月例給 

 

区 分 

 

人事委員会の勧告  

給与改定率 

 

 

 

 

(参考) 

国の改定率 

 

民間給与 

Ａ 

公務員給与 

Ｂ 

較差 

Ａ－Ｂ 

勧告 

（改定率） 

令和２年度 
円 

384,718 

円 

384,805 

円 

△87(△0.02％) 

％ 

0 

％ 

0 

 

 

％ 

0 

（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額を 

ラスパイレス比較した平均給与月額です。 

 

    ②特別給（期末・勤勉手当） 

 

区 分 

 

人事委員会の勧告 
年間支給 

月  数 

 

 

 

(参考) 

国の年間 

支給月数 

民間の支給 

割合  Ａ 

公務員の支給 

月数   Ｂ 

較差 

Ａ－Ｂ 

勧告 

（改定月数） 

令和２年度 
月 

4.44 

月 

4.50 

月 

△0.06 

月 

△0.05 

月 

4.45 

 

 

月 

4.45 

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、 

「公務員の支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数です。 

 

 (5) 給与制度の総合的見直しの実施状況について 

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び 

    地域手当の支給割合の見直し等に取り組むとされている。 

 
①給料表の見直し 

実施内容 

（給料表の改定の実施時期） 

 平成27年4月1日 

（内 容） 

一般行政職の給料表について、国に準じて平均2.5％引き下げました（国は平均2％の引下げ）。ただし、

平成30年3月までの間、段階的な緩和措置（国は現給保障）を実施しました。 

他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施しました。 

（参 考） 

 
給料表 

（俸給表） 

の改定率 

平成30年3月までの緩和措置 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 

埼玉県 △２．５％ 
平成27年3月31日の 

給料月額を支給 

平成27年3月31日の 

給料月額との差額の 

２／３を支給 

平成27年3月31日の 

給料月額との差額の 

１／３を支給 

国 △２．０％ 
平成27年3月31日の 

俸給月額を支給 
同左 同左 
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  ②地域手当の見直し 

実施内容 

（地域手当の改定の実施時期）平成27年4月1日 

（内 容） 

 
平成26年度

の支給割合 

平成27年度

の支給割合 

平成28年度

の支給割合 

平成29年度の支給割合 見直し後の支給割合 

4.1時点 遡及改定後 (H30.4.1～) (R2.4.1～) 

国基準による

支給割合 
８．１％ ９．６％ １０．４％ １０．３％ １０．３％ １０．３％ １０．３％ 

埼玉県の 

支給割合 
７．０％ ８．３％ ９．３％ ９．７％ ９．８％ １０．０％  ８．３％ 

 

 

③その他の見直し内容 

管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施しました。 

（平成27年4月1日実施） 
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２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

 

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和2年4月1日現在） 

  ①一般行政職 

  

 

 

 

 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 
(国比較ベース) 

埼玉県   42.3 歳 323,193 円 416,705 円 372,144 円 

国 43.2 歳 327,564 円 ― 408,868 円 

都道府県平均 42.8 歳 324,055 円 413,722 円  366,268 円  

 

  ②技能労務職 

民間データとして使用している賃金構造基本統計調査の内容は、本県の技能職員と雇用形態等の諸条件が大きく

異なることから、給与を単純に比較することはできません。 

 

区 分 

公 務 員 民   間 参考 

平均 

年齢 

平均 
経験 
年数 

職員数 
平均給料 

月  額 

平均給与 
月  額 
（Ａ） 

平均給与 
月  額 
（国比較ベース） 

対応する 
民 間 の 
類似職種 

平均 

年齢 
平均経験年数 

平均給与  
月  額  
（Ｂ） 

Ａ/Ｂ 

埼玉県 55.9歳 36.0年 213人 346,502円 402,282円 386,395円 － － － － － 

 
うち用務員 57.6歳 37.2年 102人 347,483円 392,885円 386,775円 用務員 55.9歳 

10.0年 
本県職員の約3.7分の1 

207,900円 1.89 

うち学校給食員 59.2歳 39.3年 10人 339,734円 378,200円 371,231円 調理士 43.9歳 
8.9年 

本県職員の約4.4分の1 
271,600円 1.39 

うち研究補助職 51.1歳 31.7年 43人 338,290円 403,694円 383,728円 － － － － － 

うち自動車運転職 54.9歳 34.3年 20人 345,844円 433,645円 389,214円 
自家用乗用 
自動車運転者 

61.3歳 
6.2年 

本県職員の約5.5分の1 
236,200円 1.84 

うち動物指導職 － － 1人 － － － － － － － － 

うちその他 56.5歳 37.6年 37人 354,941円 415,515円 390,496円 － － － － － 

国 50.9歳 － 2,319人 287,283円 － 328,862円 － － － － － 

都道府県平均 53.6歳 － 187人 318,887円 373,164円 350,729円 － － － － － 

 

区 分 

参 考 

年収ベース（試算値）の比較 

公務員 
（Ｃ） 

民 間 
（Ｄ） 

Ｃ/Ｄ 

埼玉県 － － － 

 
 
うち用務員 6,564,680 円   2,862,400 円 2.30 

うち学校給食員 6,305,357 円   3,678,300 円 1.71 

うち研究補助職 6,594,821 円   － － 

うち自動車運転職 7,036,811 円 3,103,300 円 2.27 

うち動物指導職 － － － 

うちその他 6,824,394 円  － － 
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※ 民間データの対象労働者は、年齢に比べると総じて経験年数が短くなっています。これは、本県技能職員のデ

ータとは異なり、正規社員の他に、期限付きの労働者（アルバイト、嘱託社員、契約社員等）、定年後の再就職

者などが多く混在していることによります。 

 一方、公務員データのうち、埼玉県の対象職員は、いわゆる正規の常勤職員のみです。臨時・非常勤職員及び

定年後の再雇用者（短時間勤務）は含みません。 

 このように、比較している民間データと公務員データは、雇用形態、業務内容、年齢、経験年数等の点におい

て大きく異なることから、給与を単純に比較することはできません。 

 

※ 民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。 

 （平成29～令和元年の３か年平均） 

※ 年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員

においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値で

す。 

※ 区分のうち、研究補助職とは、牛などの飼育、野菜などの育種、ほ場整備等の試験研究補助業務を行う職員、動物

指導職とは、狂犬病予防法に基づく野犬の捕獲収容等の業務を行う職員です。 

 

【技能労務職員の給与の見直しについて】 

技能労務職員の給与については、生計費、国及び地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者の給与等を考慮

し定めることとされていることを踏まえ、住民の理解と納得が得られるよう適正な給与制度・運用としていくた

め、見直し行ってきました。 

（給料表の見直し時期） 

平成30年4月1日 

（内  容） 

国の行政職俸給表（二）と同様の給料表を適用しました。 

（参  考） 

行政職俸給表（二）とは、国の技能労務職員に適用される給料表で、国の第三者機関である人事院の勧告に

基づき定められています。（地方公共団体の技能職員の給与は、法令の規定により人事委員会勧告の対象とは

なっていません。） 

 

 

  ③高等（特別支援・専修・各種）学校教育職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

埼玉県     43.4 歳 364,779 円 427,766 円 

都道府県平均 44.8 歳  372,601 円 430,717 円 

 

  ④小・中学校教育職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

埼玉県 40.3 歳 346,474 円 405,148 円 

都道府県平均 42.4 歳 356,917 円 410,239 円 

 

  ⑤警察職 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

(国比較ベース) 

埼玉県 37.8 歳 330,935 円 469,456 円 377,127 円 

国 41.4 歳 319,832 円 ― 378,311 円 

都道府県平均 38.4 歳 323,548 円 456,572 円 371,763 円 
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（注）１ 「平均給料月額」とは、令和2年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。 

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの

すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。 

また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等

を除いたもの）で算出しています。  

 

(2) 職員の初任給の状況（令和2年4月1日現在） 

区    分 埼玉県 国 

一 般 行 政 職 

大 学 卒 191,664 円 

総合職   186,700 円 

一般職   182,200 円  

高 校 卒 157,333 円 150,600 円 

技 能 労 務 職 

高 校 卒 159,872 円 － 

中 学 卒 144,078 円 － 

高 等 学 校 教 育 職 

大 学 卒 214,111 円 － 

高 校 卒 168,709 円 － 

小 ・ 中 学 校 教 育 職 大 学 卒 214,111 円 － 

警 察 職 

大 学 卒 222,135 円 

総合職   214,400 円  

一般職   211,400 円  

高 校 卒 193,594 円 173,400 円 

 

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和2年4月1日現在） 

区    分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年 

一 般 行 政 職 

大 学 卒 275,458 円 365,395 円 385,596 円 403,362 円 

高 校 卒 231,425 円 311,218 円 343,113 円 381,756 円 

技 能 労 務 職 

高 校 卒 － － － 352,959 円 

中 学 卒 － － － － 

高 等 学 校 教 育 職 

大 学 卒 310,972 円 390,710 円 416,097 円 422,357 円 

高 校 卒 － － － 369,312 円 

小 ・ 中 学 校 教 育 職 

大 学 卒 311,618 円 388,351 円 407,792 円 419,412 円 

高 校 卒 － － － － 

警  察  職 

大 学 卒 299,036 円 395,092 円 428,036 円 426,690 円 

高 校 卒 264,504 円 349,597 円 394,689 円 410,747 円 
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３ 一般行政職の級別職員数等の状況 

 (1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和2年4月1日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職 員 数 構 成 比 
１ 号 給 の 

給 料 月 額 

最高号給の 

給 料 月 額 

１級 主事・技師 932 人 10.4％ 148,395 円 251,489 円 

２級 主事・技師 1,600 人 17.8％ 198,571 円 308,978 円 

３級 主査・主任 1,714 人 19.1％ 235,136 円 355,498 円 

４級 主査 2,413 人 26.9％ 268,350 円 386,985 円 

５級 主幹 1,073 人 12.0％ 294,251 円 399,174 円 

６級 副課長・主幹 810 人 9.0％ 324,214 円 416,644 円 

７級 課長 314 人 3.5％ 368,601 円 451,889 円 

８級 副部長 83 人 0.9％ 414,511 円 475,961 円 

９級 部局長 14 人 0.2％ 465,601 円 535,787 円 

10級 本庁部長 16 人 0.2％ 529,895 円 568,289 円 

  （注）１ 埼玉県の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 

 

 

 

 

 

１級 10.4 １級 10.5 １級 9.7 

２級 17.8 ２級 17.0 
２級 12.9 

３級 19.1 ３級 17.7 

３級 13.2 

４級 26.9 
４級 27.8 

４級 30.7 

５級 12.0 ５級 12.6 

５級 16.8 

６級 9.0 ６級 9.5 ６級 11.8 

７級 3.5 ７級 3.6 ７級 3.5 ８級 0.9 ８級 0.9 ８級 1.0 ９級 0.2 ９級 0.2 ９級 0.2 
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(2) 国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（令和2年4月1日現在） 

 

(3) 昇給への人事評価の活用状況（埼玉県） 

令和2年4月2日から令和3年4月1日 

までにおける運用 
管理職員 一般職員 

イ． 人事評価を活用している ○ ○ 

 

活用している昇給区分 
昇給可能な 

区分 

昇給実績が 

ある区分 

昇給可能な 

区分 

昇給実績が 

ある区分 

上位、標準、下位の区分 ○  ○ ○ 

上位、標準の区分  ○   

標準、下位の区分     

標準の区分のみ（一律）     

ロ． 人事評価を活用していない   

   活用予定時期   
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４ 職員の手当の状況 

 (1) 期末手当・勤勉手当 

  

 

   

    

 

 

 

 

埼玉県 国 

１人当たり平均支給額（令和元年度決算） 

1,755 千円 
－ 

（令和元年度支給割合） 

     期末手当   勤勉手当 

     2.60 月分   1.90 月分 

     (1.45)月分  (0.90)月分 

（令和元年度支給割合） 

     期末手当    勤勉手当 

     2.60  月分   1.90 月分 

    （1.45）月分  (0.90)月分  

（加算措置の状況） 

 職制上の段階、職務の級等による加算措置 

  ・役職加算   5～20％ 

  ・管理職加算 15～25％ 

（加算措置の状況） 

 職制上の段階、職務の級等による加算措置 

  ・役職加算    5～20％ 

  ・管理職加算  10～25％ 

  （注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 

 

 ○勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）（埼玉県） 

令和2年度中における運用 管理職員 一般職員 

イ． 人事評価を活用している ○ ○ 

 

活用している成績率 
支給可能な 

成績率 

支給実績が 

ある成績率 

支給可能な 

成績率 

支給実績が 

ある成績率 

上位、標準、下位の成績率 ○  ○ ○ 

上位、標準の成績率  ○   

標準、下位の成績率     

標準の成績率のみ（一律）     

ロ． 人事評価を活用していない   

   活用予定時期   

 

(2) 退職手当（令和2年4月1日現在） 

埼玉県 国 

 （支給率）     自己都合    勧奨・定年 

 勤続20年   19.6695 月分   24.586875月分 

 勤続25年   28.0395 月分   33.27075 月分 

 勤続35年   39.7575 月分  47.709   月分 

 最高限度額  47.709  月分  47.709  月分 

 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 

           （2％～45％加算） 

１人当たりの平均支給額（自己都合）（勧奨・定年） 

（令和元年度決算） 2,519千円  22,105千円 

 （支給率）   自己都合  応募認定・定年 

 勤続20年   19.6695 月分   24.586875月分 

 勤続25年   28.0395 月分   33.27075 月分 

 勤続35年   39.7575 月分  47.709   月分 

 最高限度額  47.709  月分  47.709  月分 

その他の加算措置  定年前早期退職特例措置 

            （割増率2～45％） 

 

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、令和元年度に退職した職員に支給された平均額です。 
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(3) 地域手当（令和2年4月1日現在） 

支 給 実 績（令和元年度決算） 25,466,965 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 449,042 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 
国の制度 

（支給率） 

和光市 8.3 ％         30 人 16 ％ 

さいたま市、蕨市、志木市 8.3 ％       4,373 人   15 ％ 

東松山市、狭山市、朝霞市、ふじみ野市 8.3 ％      389 人 12 ％ 

新座市、桶川市、富士見市、坂戸市、鶴ヶ島市 8.3 ％        217 人 10 ％ 

川越市、川口市、行田市、所沢市、飯能市、加須市、 

春日部市、羽生市、鴻巣市、深谷市、上尾市、草加市、 

越谷市、戸田市、入間市、久喜市、北本市、八潮市、 

三郷市、蓮田市、幸手市、吉川市、白岡市、伊奈町、 

三芳町、滑川町、鳩山町、宮代町、杉戸町、松伏町 

8.3 ％       2,915 人 6 ％ 

熊谷市、日高市、毛呂山町 8.3 ％ 486 人 3 ％  

秩父市、本庄市、越生町、嵐山町、小川町、川島町、 

吉見町、ときがわ町、横瀬町、皆野町、長瀞町、 

小鹿野町、東秩父村、美里町、神川町、上里町、寄居町 

8.3 ％ 545 人 0 ％ 

東京都特別区        11.3 ％ 14 人 20 ％ 

平均支給率         8.3 ％ －   10.3 ％  

  （注） 「国の制度（支給率）」の欄の平均支給率は、支給対象職員に対し国の率で支給したと仮定した場合の加重平均

の支給率です。 

 

 (4) 特殊勤務手当（令和2年4月1日現在） 

支給実績（令和元年度決算） 3,817,048千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 151,110 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和元年度） 44.5 ％ 

手当の種類（手当数） 28 手当 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績 左記職員に対する支給単価 

税務手当 
県税事務所等に 

勤務する職員 
県税の賦課徴収業務 

千円 

95,759   
月額17,000円、日額650円 

福祉保健業務手当 
福祉事務所等に 

勤務する職員 

ケースワーク等の 

相談業務等 

千円 

44,783   
月額20,000円、日額320円 

介助及び汚物処理 

作業手当 

病院等に勤務する 

職員 

入院患者の介助及び 

汚物処理の作業 

千円 

264   
月額8,000円、日額320円 

動物取扱手当 
保健所等に勤務する

職員 
野犬捕獲等の業務 

千円 

 3,316   

日額370円～400円､ 

月額12,500円 

土木作業手当 
県土整備事務所等に

勤務する職員 

交通の頻繁な道路上で 

の測量等 

千円 

1,135  
日額340円 

消防訓練指導手当 
消防学校に勤務する

職員 

特に危険な消防訓練の 

指導業務 

千円 

196  
日額370円 
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公害調査等業務手当 
環境管理事務所等に

勤務する職員 

有毒物を発散する場所 

での調査等 

千円 

2,088  
日額370円 

し尿処理施設等 

検査手当 

環境管理事務所等に

勤務する職員 

し尿処理施設又は浄化 

槽の立入検査等 

千円 

94  
日額320円 

保安検査等業務手当 
化学保安課等に 

勤務する職員 

危険物貯蔵所の 

立入検査の業務 

千円 

104  
日額370円 

試験等業務手当 
試験研究機関等に 

勤務する職員 

人体に有害なガスの発 

生を伴う業務 

千円 

3,087  
日額300円 

放射線取扱手当 
放射線を取り扱う 

職員 

放射線照射装置を使用しての

撮影又は透視作業 

千円 

258  
日額320円 

防疫業務手当 
保健所等に勤務する

職員 
感染症の患者の救護等 

千円 

3,296  
日額320円～4,000円 

用地交渉等手当 
県土整備事務所等に

勤務する職員 
用地取得等の交渉業務 

千円 

3,598  
日額650円 

災害応急作業等手当 
県土整備事務所等に

勤務する職員 

重大な災害が発生した 

道路等での応急作業等 

千円 

378  
日額610円～730円 

特殊現場作業手当 
農林振興センター等

に勤務する職員 

高所や水中等特殊な場 

所での工事作業等 

千円 

619  
日額320円～370円 

遺体取扱手当 遺体を取り扱う職員 遺体を取り扱う作業 
円 

0  
１体800円～2,500円 

夜間看護手当 
病院に勤務する 

看護師等 
深夜の看護業務 

千円 

23,675  
勤務１回2,150円～7,300円 

変則勤務手当 
変則勤務課所に 

勤務する職員 
深夜の業務等 

千円 

21,702  
勤務１回410円～1,600円 

航空業務手当 
防災航空隊に勤務 

する職員 
捜索救難の業務 

千円 

4,116  
１時間1,900円 

警察業務手当 警察職員 
犯罪捜査又は被疑者逮 

捕等の業務 

千円 

1,157,334  
日額460円等 

東日本大震災対処 

業務手当 

原発敷地内等での 

業務に従事する職員 

東日本大震災に対処するた

めの原発敷地内等での業務 

千円 

3,352  
日額660円～13,300円 

原子力災害対処 

業務手当 

原発敷地内等での 

業務に従事する職員 

東日本大震災以外の原子力

災害に対処するための原発

敷地内等での業務 

円 

0 

日額40,000円を超えない範囲

内の額 

多学年学級担当手当 小中学校の教育職員 
２年以上の学年の児童等で

編成される学級での授業等 

千円 

226  
日額290円 

兼務手当 
県立高等学校の 

教育職員 

正規の勤務時間外に行 

う兼務課程の勤務 

千円 

960  
１時間1,200円～1,800円 

実習等指導手当 
県立学校等に勤務 

する職員 

農業実習の教育指導及び理

療・看護の教育指導 

千円 

3,258  

月額20,000円､ 

日額180円～400円 

教員特殊業務手当 教育職員 
修学旅行での児童等の 

引率等 

千円 

2,132,761  
日額900円～16,000円 

教育業務連絡指導手当 教育職員 
教務等についての連絡 

調整及び指導助言 

千円 

307,202  
日額200円 
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夜間学級担当手当 
本務として夜間学級

に勤務する職員 
夜間学級の担当等 

千円 

3,487 

月額21,000円､ 

日額730円 

 

 

(5) 時間外勤務手当 

支給実績（令和元年度決算） 12,394,044 千円 

職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 575,584 円 

支給実績（平成30年度決算） 12,238,247 千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成30年度決算） 543,101 円 

（注）１  職員 1人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、それぞれ、4月1日現在の総職員数（管理職員、教育職

員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含んでいます。 

２ 夜間勤務手当を含んでいます。 

 

 

(6) その他の手当（令和2年4月1日現在） 

  

手当名 

 
内容及び支給単価 

国の制度と

の異同 

国の制度と 

異なる内容 

支給実績 

(令和元年度決算) 

支給職員1人当たり

平均支給年額 

(令和元年度決算) 

扶養手当  
扶養親族のある職員に支給 

 →配偶者6,500円、子10,000円等 
同  

千円 

5,086,326 

円 

247,860 

住居手当 
借家等居住者 

 →家賃に応じて月額最高28,000円 
同  

千円 

4,337,666 

円 

355,809 

初任給調整

手当  

大学卒業後一定期間内に採用された医師

又は歯科医師の職員に支給 

 →308,600円(又は50,800円)以内 

同  
千円 

135,641 

円 

2,659,627 

通勤手当 

①交通機関（電車等）利用者 

 →運賃等相当額 

  （原則として６か月定期券価額） 

異 支給上限 

千円 

6,123,509 

円 

125,714 
②交通用具（自動車等）利用者 

 →距離に応じた額 
異 支給額等 

単身赴任手

当 

単身赴任の職員に支給 

 →30,000円＋加算額 
同  

千円 

25,276 

円 

443,439 

特地勤務手

当 

生活の著しく不便な山間地に勤務する職

員に支給 

 →支給率４～８％ 

同  
千円 

0 

円 

0 

へき地手当 

生活の著しく不便な山間地に勤務する学

校職員に支給 

 →支給率４～16％ 

同  
千円 

0 

円 

0 

休日勤務手

当 

祝日等において勤務を命ぜられた職員に

支給 

 →勤務１時間当たりの給与額×135/100 

同  
千円 

1,383,529 

円 

1,029,411 

宿日直手当 
宿直又は日直勤務をした場合に支給 

 →勤務１回につき、1,050円～31,500円 
同  

千円 

1,274,169 

円 

278,751 

管理職員特

別勤務手当 

管理職が祝日等に勤務した場合に支給 

 →勤務１回につき、2,000円～18,000円 
同  

千円 

99,310 

円 

609,264 
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夜間勤務 

手当 

午後10時から翌日の午前5時までの間（深

夜）に勤務した職員に支給 

 →勤務１時間当たりの給与額×25/100 

同  
千円 

－ 

円 

－ 

管理職手当  
管理、監督の地位にある職員に支給 

 →月額25,900円～136,000円 
同  

千円 

3,226,362 

円 

824,735 

義務教育等

教員特別手

当 

義務教育諸学校等に勤務する教育職員に

支給 

 →月額2,000～8,000円 

  
千円 

2,286,048 

円 

66,953 

定時制通信

教育手当  

定時制の課程又は通信制の課程に勤務す

る教育職員に支給 

 →各級ごとに定額（月額） 

   夜間勤務１回につき730円（日額） 

  
千円 

180,707 

円 

355,024 

産業教育 

手当 

農業又は工業に関する実習を行う高等学

校の教育職員に支給 

 →各級ごとに定額（月額） 

  
千円 

226,863 

円 

387,138 

農林業普及

指導手当  

農業又は林業に関する普及指導業務を行

う職員(管理職を除く｡)に支給 

 →支給率６％ 

  
千円 

27,789 

円 

305,374 

 

（注）職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、それぞれ４月１日現在における支給職員数です。 

 



- 14 - 

５ 特別職の報酬等の状況（令和2年4月1日現在） 

区    分 給  料  月  額  等 

給
料 

知     事 

副  知  事 

1,420,000 円 

1,134,000 円 

報
酬 

議     長 

副  議  長 

議     員 

1,144,000 円 

1,016,000 円 

927,000 円 

期
末
手
当 

知     事 

副  知  事 

（令和元年度支給割合） 

3.40月分 

議     長 

副  議  長 

議     員 

（令和元年度支給割合） 

3.40月分 

退
職
手
当 

 

知     事 

副  知  事 

（算定方式）           （１期の手当額）（支給時期） 

1,420,000円×12×在職年数×0.60  40,896,000円  任期ごと 

1,134,000円×12×在職年数×0.46  25,038,720円  任期ごと 

備   考  

（注） 退職手当の「１期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（4年＝48月）勤めた場合に

おける退職手当の見込額です。 
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６ 職員数の状況 

 (1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 
             （各年4月1日現在） 

               区 分 

 部 門 

職  員  数 対 前 年 

増 減 数 
主 な 増 減 理 由  

平成31年 令和２年 

普 

 

通 

 

会 

 

計 

 

部 

 

門 

一 

般 

行 

政 

部 

門 

議  会 

総  務 

税  務 

民  生 

衛  生 

商  工 

労  働 

農林水産 

土  木 

65 

1,233 

564 

1,109 

1,276 

315 

200 

856 

1,248 

65 

1,214 

561 

1,164 

1,295 

317 

200 

878 

1,267 

0 

▲19 

▲3 

+55 

+19 

+2 

0 

+22 

+19 

 

 ﾗｸﾞﾋﾞｰﾜｰﾙﾄﾞｶｯﾌﾟ2019大会課の廃止など 

 派遣職員の減員など 

 児童相談所の体制強化など 

 受動喫煙防止への対応強化など 

 業務執行体制の見直しなど 

 

 豚熱への対応など 

 鉄道高架建設事務所の設置など 

計 6,866 6,961 +95 （参考：人口10万人当たり職員数 94人） 

教 育 部 門 37,012 37,803 +791  児童生徒数の変動など 

警 察 部 門 12,878 12,860 ▲18  業務執行体制の見直しなど 

小  計 56,756 57,624 +868 （参考：人口10万当たり職員数 779人） 

公
営
企
業
等 

会
計
部
門 

病   院 

水   道 

下 水 道 

そ の 他 

2,373 

338 

132 

111 

2,387 

336 

130 

109 

+14 

▲2 

▲2 

▲2 

 循環器・呼吸器病センターの体制強化など 

 業務執行体制の見直しなど 

 派遣職員の減員など 

 業務執行体制の見直しなど 

小  計 2,954 2,962 +8  

合   計 
59,710 60,586 +876 

（参考：人口10万当たり職員数 819人）  [64,848] [64,945] [+97] 

 （注）１ 職員数は一般職に属する職員数です。 

    ２ [     ]内は、条例定数の合計です。 

    ３ 一般行政部門において、県と同等の権限を有する政令市を除いた人口10万当たりの職員数は、114人で、全国

一少ないものとなっています。 

 

 (2) 年齢別職員構成の状況（令和2年4月1日現在） 

 

 

 

  

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

20歳未満 20～23 24～27 28～31 32～35 36～39 40～43 44～47 48～51 52～55 56～59 60歳以上

構成比 ５年前の構成比
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区 分 

20歳 

 

未満 

20歳 

～  

23歳 

24歳 

～  

27歳 

28歳 

～  

31歳 

32歳 

～  

35歳 

36歳 

～  

39歳 

40歳 

～  

43歳 

44歳 

～  

47歳 

48歳 

～  

51歳 

52歳 

～  

55歳 

56歳 

～  

59歳 

60歳 

 

以上 

計 

職員数 
人  

288 

人

2,927 

人

7,116 

人

7,896 

人

7,435 

人

6,075 

人

4,996 

人

4,742 

人

4,663 

人

5,175 

人

6,498 

人

2,775 

人

60,586 

 

 (3) 職員数の推移 

（単位：人・％）     

年度 

部門別 
H27年 H28年 H29年 H30年 H31年 R2 年 

過去５年間の 

増減数（率） 

一 般 行 政 6,752 6,758 6,826 6,822 6,866 6,961 209（  3.1％） 

教 育 40,943 41,022 36,644 36,783 37,012 37,803 ▲3,140（▲7.7％） 

警 察 12,583 12,697 12,794 12,828 12,878 12,860 277（  2.2％） 

普 通 会 計 計 60,278 60,477 56,264 56,433 56,756 57,624 ▲2,654（▲4.4％） 

公営企業等会計計 2,686 2,804 2,916 2,928 2,954 2,962 276（ 10.3％） 

総 合 計 62,964 63,281 59,180 59,361 59,710 60,586 ▲2,378（▲3.8％） 

 （注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。 
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７ 公営企業職員の状況 

(1) 工業用水道事業 

 ①職員給与費の状況 

 ア 決算 

区 分 

総費用 

 

Ａ 

純損益又は 

実質収支 

 

職員給与費 

 

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

(参考) 

平成30年度の総費用に 

占める職員給与費比率 

令和元年度 
千円 

1,578,496 

千円 

183,944 

千円 

196,198 

％ 

12.4 

％ 

12.3 

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費16,459千円を含みません。 

    

区 分 

職員数 

 

Ａ 

給 与 費 一人当たり 

給与費 

Ｂ/Ａ 

 
(参考)都道府県平均

一人当たり給与費 給  料 職員手当 
期末･勤勉手

当  

計 

  Ｂ 

令和元年度 
人 

29 

    千円 

107,758 

    千円 

33,968 

    千円 

45,971 

    千円 

187,697 

     千円 

6,472 
 

千円 

6,577 

（注）１ 職員手当には退職給与金を含みません。 

   ２ 職員数は、令和2年3月31日現在の人数です。    

            

 ② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和2年4月1日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

埼 玉 県      40.4 歳    335,909 円  515,502 円 

団 体 平 均      44.2 歳    351,473 円  547,053 円 

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。 

 

 ③ 職員の手当の状況 

  ア 期末手当・勤勉手当 

埼玉県 団体平均 

 １人当たり平均支給額（令和元年度） 

 1,532 千円  

 １人当たり平均支給額（令和元年度） 

 1,620 千円  

（令和元年度支給割合） 

 期末手当     勤勉手当 

 2.60月分     1.90月分 

（1.45月分）   （0.90月分） 

 

（加算措置の状況） 

 職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算   5～20％ 

・管理職加算 15～25％ 

 

（注）（ ）内は、再任用職員に係る支給割合です。 
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 イ 退職手当（令和2年4月1日現在） 

埼玉県 団体平均 

（支給率）    自己都合   勧奨・定年 

勤続20年    19.6695月分   24.586875月分 

勤続25年    28.0395月分   33.27075 月分 

勤続35年    39.7575月分   47.709   月分 

最高限度額   47.709 月分   47.709   月分 

その他の加算措置   定年前早期退職特例措置 

                  （2 ％～45 ％加算） 

１人当たりの平均支給額 （自己都合）  （勧奨・定年） 

 （令和元年度決算）    0円     21,496千円 

  1人当たり平均支給額 5,995 千円 

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、令和元年度に退職した職員に支給された平均額です。 

 

 ウ 地域手当（令和2年4月1日現在） 

支給実績（令和元年度決算） 11,215 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 373,853 円 

支給対象地域 支給率 支給対象人数 一般行政職の制度（支給率） 

埼玉県内 8.3 ％ 30 人 8.3 ％ 

 

 エ 特殊勤務手当（令和2年4月1日現在） 

 

 オ 時間外勤務手当 

支給実績（令和元年度決算） 9,064 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 324 千円 

支給実績（平成30年度決算） 8,509 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成30年度決算） 304 千円 

（注）１ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、それぞれ、4月1日現在の総職員数（管理職員、教育職員

等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含んでいます。 

２ 休日勤務手当及び夜間勤務手当を含んでいます。 

支給総額（令和元年度決算） 3,093 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算）  162,777 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和元年度） 63.3 ％ 

手当の種類（手当数） 3 手当 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

（令和元年度決算） 

左記職員に 

対する支給単価 

現場業務手当 浄水場に勤務する職員 給水に関する現場業務等 
千円 

2,791 

月額13,000円 

日額650円 

用地交渉等 

業務手当 
右の業務に従事する職員 

用地取得又は損失補償の交渉

業務 

千円 

0 
日額650円 

夜間業務手当 浄水場に勤務する職員 
正規の勤務時間の一部又は 

全部が深夜に行われる業務 

千円 

302 
勤務1回1,300円 
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 カ その他の手当（令和2年4月1日現在）                                              

手当名 内容及び支給単価 

一般行政 

職の制度 

との異同 

一般行政職 

の制度と 

異なる内容 

支給実績 

(令和元年度決算) 

支給職員１人当たり

平均支給年額 

(令和元年度決算) 

扶養手当 
扶養親族のある職員に支給 

 →配偶者6,500円,子10,000円等 
同 

 千円 

2,586 

円 

258,600 

住居手当 
借家等居住者 

 →家賃に応じて月額最高28,000円 
同 

 千円 

2,403 

円 

267,000 

初任給調整 

手当 

大学卒業後一定期間内に採用された 

医師又は歯科医師の職員に支給 

 →308,600円(又は50,800円)以内 

同 

 
千円 

0 

円 

0 

通勤手当 

①交通機関（電車等）利用者 

 →運賃等相当額 

（原則として６か月定期券価額） 

同 

 

千円 

3,771 

円 

130,025 
②交通用具（自動車等）利用者 

 →距離に応じた額 
同 

 

単身赴任手当 
単身赴任の職員に支給 

 →30,000円＋加算額 
同 

 千円 

0 

円 

0 

特地勤務手当 
生活の著しく不便な山間地に勤務する職員

に支給 →支給率４～８％ 
同 

 千円 

0 

円 

0 

休日勤務手当 

祝日等において勤務を命ぜられた職員に支

給 

 →勤務１時間当たりの給与額×135/100 

同 

 
千円 

－ 

円 

－ 

宿日直手当 
宿直又は日直勤務をした場合に支給 

 →勤務１回につき、1,050円～31,500円 
同 

 千円 

0 

円 

0 

管理職員 

特別勤務手当 

管理職が祝日等に勤務した場合に支給 

 →勤務１回につき、2,000円～18,000円 
同 

 千円 

24 

円 

24,000 

夜間勤務手当 

午後10時から翌日の午前5時までの間（深

夜）に勤務した職員に支給 

 →勤務１時間当たりの給与額×25/100 

同 

 
千円 

－ 

円 

－ 

管理職手当 
管理、監督の地位にある職員に支給 

 →25,900～136,000円 
同 

 千円 

1,812 

円 

906,000 
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(2) 水道用水供給事業 
 ① 職員給与費の状況 

  ア 決算 

区 分 総費用 

 

Ａ 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

 

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

    Ｂ／Ａ 

(参考) 

平成30年度の総費用に 

占める職員給与費比率 

令和元年度 
       千円 

41,521,765 

千円 

2,881,462 

千円 

2,174,189 

％ 

5.2 

                ％ 

5.7 

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費626,347千円を含みません。 

 

 

区 分 職員数 

 

     Ａ 

給与費 一人当たり 

給与費 

Ｂ/Ａ 

 (参考)都道府県平均

一人当たり 

給与費 

給 料 職員手当 期末･勤勉 

手当 

計 

  Ｂ 

令和元年度 
   人 

341 

    千円 

1,275,615 

    千円 

432,121 

    千円 

554,457 

    千円 

2,262,193 

       千円 

6,634 

 千円 

6,957 

（注） １ 職員手当には退職給与金を含みません。           

    ２ 職員数は、令和2年3月31日現在の人数です。   

 

 ② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和2年4月1日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

埼 玉 県 40.6 歳 352,446 円 548,370 円 

団 体 平 均 43.5 歳 361,318 円 578,084 円 

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。 

 

 ③ 職員の手当の状況 

  ア 期末手当・勤勉手当 

埼玉県 団体平均 

 １人当たり平均支給額（令和元年度） 

 1,623 千円  

 １人当たり平均支給額（令和元年度） 

 1,679 千円  

（令和元年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

 2.60月分     1.90 月分 

（1.45月分）   （0.90）月分 

 

（加算措置の状況） 

 職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算   5～20％ 

・管理職加算 15～25％ 

 

（注）(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 
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  イ 退職手当（令和2年4月1日現在） 

埼玉県 団体平均 

（支給率）    自己都合   勧奨・定年 

勤続20年    19.6695月分   24.586875月分 

勤続25年    28.0395月分   33.27075 月分 

勤続35年    39.7575月分   47.709   月分 

最高限度額   47.709 月分   47.709   月分 

その他の加算措置   定年前早期退職特例措置 

                  （2 ％～45 ％加算） 

１人当たりの平均支給額 （自己都合）    （勧奨・定年） 

 （令和元年度決算）   8,703千円   21,841千円 

 １人当たり平均支給額 14,927 千円 

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、令和元年度に退職した職員に支給された平均額です。 

 

  ウ 地域手当（令和2年4月1日現在） 

支 給 実 績（令和元年度決算） 132,749 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 392,747 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率） 

埼玉県内 8.3 ％ 338 人 8.3 ％ 

 

  エ 特殊勤務手当（令和2年4月1日現在） 

 

  オ 時間外勤務手当                                                                    

 支給実績（令和元年度決算） 114,900 千円 

 支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 368 千円 

 支給実績（平成30年度決算） 107,109 千円 

 支給職員１人当たり平均支給年額（平成30年度決算）   343 千円 

（注）１ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、それぞれ、4月1日現在の総職員数（管理職員、教育職員

等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含んでいます。 

２ 休日勤務手当及び夜間勤務手当を含んでいます。 

 

 

 支給総額（令和元年度決算）               41,983 千円 

 支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算）                 174,929 円 

 職員全体に占める手当支給職員の割合（令和元年度）                71.0 ％ 

 手当の種類（手当数） 3 手当 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

(令和元年度決算) 

左記職員に対する

支給単価 

現場業務手当 浄水場に勤務する職員 給水に関する現場業務等 
千円 

35,631 

月額13,000円 

日額650円 

用地交渉等 

業務手当 
右の業務に従事する職員 

用地取得又は損失補償の交渉

業務 

千円 

27 
日額650円 

夜間業務手当 浄水場に勤務する職員 
正規の勤務時間の一部又は 

全部が深夜に行われる業務 

千円 

6,325 
勤務1回1,300円 
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  カ その他の手当（令和2年4月1日現在）                                               

手当名 内容及び支給単価 

一般行政 

職の制度 

との異同 

一般行政職 

の制度と異 

なる内容 

支給実績 

(令和元年度決算) 

支給職員1人当たり平

均支給年額 

(令和元年度決算) 

扶養手当 
扶養親族のある職員に支給 

 →配偶者6,500円、子10,000円等 
同 

 千円 

35,073 

円 

248,747 

住居手当 
借家等居住者 

 →家賃に応じて月額最高28,000円 
同 

 千円 

21,363 

円 

277,437 

初任給調 

整手当 

大学卒業後一定期間内に採用された 

医師又は歯科医師の職員に支給 

 →308,600円(又は50,800円)以内 

同 

 
千円 

0 

円 

0 

通勤手当 

①交通機関（電車等）利用者 

 →運賃等相当額 

（原則として６か月定期券価額） 

同 

 

千円 

54,578 

円 

174,369 
②交通用具（自動車等）利用者 

 →距離に応じた額 
同 

 

単身赴任手当 
単身赴任の職員に支給 

 → 30,000円＋加算額 
同 

 千円 

0 

円 

0 

特地勤務手当 

生活の著しく不便な山間地に勤務する職

員に支給 

 →支給率４～８％ 

同 

 
千円 

0 

円 

0 

休日勤務手当 

祝日等において勤務を命ぜられた職員に

支給 

 →勤務1時間当たりの給与額×135/100 

同 

 
千円 

－ 

円 

－ 

宿日直手当 
宿直又は日直勤務をした場合に支給 

 →勤務１回につき、1,050円～31,500円 
同 

 千円 

0 

円 

0 

管理職員 

特別勤務手当 

管理職が祝日等に勤務した場合に支給 

 →勤務１回につき、2,000円～18,000円 
同 

 千円 

284 

円 

15,778 

夜間勤務手当 

午後10時から翌日の午前5時までの間（深

夜）に勤務した職員に支給 

 →勤務1時間当たりの給与額×25/100 

同 

 
千円 

－ 

円 

－ 

管理職手当 
管理、監督の地位にある職員に支給 

 →月額25,900～136,000円 
同 

 千円 

30,731 

円 

991,335 
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(3) 地域整備事業 
 ① 職員給与費の状況 

 ア 決算 

区 分 

総費用 

 

Ａ 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

 

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

Ｂ／Ａ 

(参考) 

平成30年度の総費用に 

占める職員給与費比率 

令和元年度 
千円 

7,883,929 

千円 

1,116,271 

千円 

178,588 

％ 

2.3 

％ 

45.2 

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費227,794千円を含みません。 

 

区 分 

職員数 

 

Ａ 

給     与     費 一人当たり 

給与費 

Ｂ/Ａ 

 
(参考)都道府県平均 

一人当たり給与費 給 料 職員手当 
期末･勤勉 

手当 

計 

Ｂ 

令和元年度 
   人 

50 

    千円 

191,131 

    千円 

59,124 

    千円 

85,305 

 千円 

335,560 

   千円 

6,711 

 観光施設事業：6,712千円 

 宅地造成事業：7,106千円 

（注）１ 職員手当には退職給与金を含みません。           

   ２ 職員数は、令和2年3月31日現在の人数です。   

  

 ② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和2年4月1日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

埼 玉 県      39.3 歳 346,289 円 541,878 円 

団 体 平 均 

観光施設事業      46.4 歳 346,587 円 559,362 円 

宅地造成事業      43.2 歳 376,497 円 590,300 円 

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。 

 

③ 職員の手当の状況 

  ア 期末手当・勤勉手当 

埼玉県 団体平均 

 １人当たり平均支給額（令和元年度） 

 1,706 千円  

 １人当たり平均支給額（令和元年度） 

 1,384 千円（観光施設事業） 

1,704 千円（宅地造成事業） 

（令和元年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

 2.60月分     1.90 月分 

（1.45月分）   （0.90）月分 

 

（加算措置の状況） 

 職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算   5～20％ 

・管理職加算 15～25％ 

 

（注）(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 
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  イ 退職手当（令和2年4月1日現在） 

埼玉県 団体平均 

（支給率）    自己都合   勧奨・定年 

勤続20年    19.6695月分   24.586875月分 

勤続25年    28.0395月分   33.27075 月分 

勤続35年    39.7575月分   47.709   月分 

最高限度額   47.709 月分   47.709   月分 

その他の加算措置   定年前早期退職特例措置 

                 （2 ％～45 ％加算） 

１人当たりの平均支給額 （自己都合）（勧奨・定年） 

 （令和元年度決算）    0円    0千円 

 1人当たり平均支給額 8,581千円（観光施設事業） 

9,969千円（宅地造成事業） 

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、令和元年度に退職した職員に支給された平均額です。 

 

  ウ 地域手当（令和2年4月1日現在） 

支給実績（令和元年度決算）          20,528 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算）                410,561 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率） 

埼玉県内 8.3 ％ 50 人 8.3 ％ 

 

  エ 特殊勤務手当（令和2年4月1日現在） 

 

  オ 時間外勤務手当   

支給実績（令和元年度決算） 11,997 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 279 千円 

支給実績（平成30年度決算） 16,003 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成30年度決算） 471 千円 

（注）１ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、それぞれ、4月1日現在の総職員数（管理職員、教育職員

等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含んでいます。 

   ２ 休日勤務手当及び夜間勤務手当を含んでいます。  

 

 

 

 支給総額（令和元年度決算） 1,330 千円 

 支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 55,396 円 

 職員全体に占める手当支給職員の割合（令和元年度） 48.0 ％ 

 手当の種類（手当数） 3 手当 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

（令和元年度決算） 

左記職員に対する

支給単価 

現場業務手当 
地域整備事務所に勤務する職

員 
団地造成に関する現場業務等 

千円 

1,328 

 月額7,800円 

 日額650円 

用地交渉等 

業務手当 
右の業務に従事する職員 

用地取得又は損失補償の交渉

業務 

千円 

2 
 日額650円 
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  カ その他の手当（令和2年4月1日現在） 

手当名 内容及び支給単価 

一般行政 

職の制度 

との異同 

一般行政職 

の制度と異 

なる内容 

支給実績 

(令和元年度決算) 

支給職員1人当た

り平均支給年額

(令和元年度決算) 

扶養手当 
扶養親族のある職員に支給 

 →配偶者6,500円,子10,000円等 
同 

 千円 

6,348 

円 

288,543 

住居手当 
借家等居住者 

 →家賃に応じて月額最高28,000円 
同 

 千円 

3,801 

円 

237,563 

初任給 

調整手当 

大学卒業後一定期間内に採用された医師

又は歯科医師の職員に支給 

 →308,600円(又は50,800円)以内 

同 

 
千円 

0 

円 

0 

通勤手当 

①交通機関（電車等）利用者 

 →運賃等相当額 

（原則として６か月定期券価額） 

同 

 

千円 

7,229 

円 

153,799 
②交通用具（自動車等）利用者 

 →距離に応じた額 
同 

 

単身赴任手当 
単身赴任の職員に支給 

 → 30,000円＋加算額 
同 

 千円 

0 

円 

0 

特地勤務手当 

生活の著しく不便な山間地に勤務 

する職員に支給 

 →支給率４～８％ 

同 

 
千円 

0 

円 

0 

休日勤務手当 

祝日等において勤務を命ぜられた 

職員に支給  

 →勤務１時間当たりの給与額×135/100 

同 

 
千円 

－ 

円 

－ 

宿日直手当 
宿直又は日直勤務をした場合に支給 

 →勤務１回につき、1,050円～31,500円 
同 

 千円 

0 

円 

0 

管理職員 

特別勤務手当 

管理職が祝日等に勤務した場合に支給 

 →勤務１回につき、2,000円～18,000円 
同 

 千円 

90 

円 

45,000 

夜間勤務手当 

午後10から翌日の午前5時までの間 

（深夜）に勤務した職員に支給 

 →勤務１時間当たりの給与額×25/100 

同 

 
千円 

－ 

円 

－ 

管理職手当 
管理、監督の地位にある職員に支給 

 →25,900～136,000円 
同 

 千円 

7,801 

円 

1,114,457 
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(4) 病院事業 

   ① 職員給与費の状況 

    ア 決算 

区 分 

 

総費用 

 

Ａ 

純損益又は 

実質収支 

 

職員給与費 

  

Ｂ 

総費用に占める職

員給与費比率 

Ｂ/Ａ 

 (参考) 

平成30年度の総費用に占

める職員給与費比率 

令和元年度 
千円 

59,547,673 

千円 

△1,524,576 

千円 

25,674,880 

％ 

43.1 

％ 

43.3 

 

区 分 

 

職員数 

  

    Ａ 

給     与     費 一人当た

り給与費 

Ｂ/Ａ 

 

 

 

 

(参考)都道府県

平均一人 

当たり給与費 

給  料 職員手当    期末･勤勉手

当 

計 

 Ｂ 

令和元年度 
人 

2,367 

千円 

9,673,249 

千円 

5,277,095 

千円 

3,926,234 

千円 

18,876,578 

千円 

7,975 

千円 

7,681 

（注）１ 職員手当には退職給与金を含みません。 

２ 職員数は、令和2年3月31日現在の人数です。 

 

   ② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和2年4月1日現在） 

  区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

埼玉県（医師） 44.9 歳 580,772 円 1,333,450 円 

団 体 平 均 45.2 歳 568,569 円 1,454,715 円 

 埼玉県（看護師） 35.9 歳 331,660 円 513,157 円 

 団 体 平 均 39.3 歳 311,575 円 510,182 円 

 埼玉県（事務） 40.6 歳 348,356 円 533,826 円 

 団 体 平 均 43.2 歳 348,357 円 564,341 円 

      （注） 平均月収額には、期末・勤勉手当を含みます。 

 

   ③ 職員の手当の状況 

ア 期末手当・勤勉手当 

埼玉県 団体平均 

１人当たり平均支給額（令和元年度） 

           1,659千円 

 １人当たり平均支給額（令和元年度） 

           1,592 千円  

（平成29年度支給割合） 

         期末手当     勤勉手当 

        2.60 月分    1.90 月分 

        (1.45)月分   (0.90)月分 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

       ・役職加算  5～20％ 

       ・管理職加算 15～25％ 

 

       (注)  (  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 
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イ 退職手当（令和2年4月1日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

埼玉県 団体平均 

（支給率）    自己都合   勧奨・定年 

勤続20年    19.6695月分   24.586875月分 

勤続25年    28.0395月分   33.27075 月分 

勤続35年    39.7575月分   47.709   月分 

最高限度額   47.709 月分   47.709   月分 

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 

 （2％～45％加算） 

１人当たりの平均支給額（自己都合）（勧奨・定年） 

（令和元年度決算）    1,323千円   20,089千円 

 1人当たり平均支給額 6,416 千円 

       (注) 退職手当の１人当たり平均支給額は、令和元年度に退職した職員に支給された平均額です。 

 

ウ 地域手当（令和2年4月1日現在） 

支 給 実 績（令和元年度決算） 1,129,398 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 477,143 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率） 

埼玉県内          8.3 ％ 2,069人 8.3 ％ 

医師・歯科医師           16.0 ％ 307人 - 

 

エ 特殊勤務手当（令和2年4月1日現在） 

支給実績（令和元年度決算） 466,802 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 352,570 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和元年度） 55.9 ％ 

手当の種類（手当数） 9 手当 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

(令和元年度決算) 
左記職員に対する支給単価 

福祉保健業務手当 
精神医療センターに勤

務する職員 

相談指導、心理判定等

の業務 

千円 

2,309 
月額9,700円､日額320円 

介助及び汚物処理

作業手当 
病棟に勤務する職員 

介助及び汚物処理の作

業 

千円 

63 
月額8,000円､日額320円 

試験等業務手当 
臨床腫瘍研究所に勤務

する職員 

発がん性物質を使用する

試験研究業務 

千円 

534 
日額300円 

放射線取扱手当 
放射線技術部に勤務す

る職員 

管理区域内で行う放射

線業務 

千円 

0 
日額320円 

防疫業務手当 病院に勤務する職員 
新型コロナウイルス感染

症に対処するための業務 

千円 

3,950 
日額320円～4,000円 

遺体取扱手当 病院に勤務する職員 遺体を取り扱う作業 
千円 

0 
1体800円～2,500円 

夜間看護等手当 
病院に勤務する看護師

等 

深夜又は準夜の看護等

の業務 

千円 

455,770 
勤務1回2,150円～7,300円 

変則勤務手当 病院に勤務する薬剤師 深夜又は準夜の勤務 
千円 

266 
勤務1回410円～1,100円 
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新生児担当医 

手当 

小児医療センターに勤務

する医師 
新生児の診療業務 

千円 

3,910 
業務1回 10,000円 

 

オ 時間外勤務手当 

支給実績（令和元年度決算） 1,639,177 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 693 千円 

支給実績（平成30年度決算） 1,618,850 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成30年度決算） 696 千円 

（注）１ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、それぞれ、4月1日現在の総職員数（管理職員、教育職

員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含んでいます。 

 

    ２ 時間外勤務手当には、休日勤務手当及び夜間勤務手当を含んでいます。 

カ その他の手当（令和2年4月1日現在）                                                 

 

手当名 

 

 

内容及び支給単価 

 

一般行政

職の制度

との異同 

一般行政職の 

制度と異なる 

内容 

支給実績
 

(令和元年度決算)
 

支給職員1人当たり 

平均支給年額 

(令和元年度決算) 

扶養手当 
扶養親族のある職員に支給 

 →配偶者6,500円、子10,000円等 
同  

千円 

189,745 

円 

262,441 

住居手当 
借家等居住者 

 →家賃に応じ月額最高28,000円 
同  

千円 

216,627 

円 

335,336 

初任給 

調整手当 

大学卒業後一定期間内に採用された

医師又は歯科医師の職員に支給 

 →308,600円（又は50,800円）以内 

同  
千円 

1,115,421 

円 

3,693,447 

通勤手当 

①交通機関（電車等）利用者 

 →運賃等相当額 

（原則として６か月定期券価額） 

同  
千円 

228,007 

円 

163,446 
②交通用具（自動車等）利用者 

 →距離に応じた額 
同  

単身赴任 

手当 

単身赴任の職員に支給 

 →30,000円＋加算額 
同  

千円 

1,272 

円 

424,000 

休日勤務 

手当 

祝日等において勤務を命ぜられた職

員に支給 

 →勤務1時間当たりの給与額×135/100 

同  
千円 

- 

円 

- 

宿日直手当 

宿直又は日直勤務をした場合に支給 

→勤務１回につき、 

 1,050円～31,500円 

同  
千円 

151,464 

円 

335,097 

管理職員 

特別勤務手当 

管理職が祝日等に勤務した場合に支給 

 →勤務1回につき、2,000円～18,000円 
同  

千円 

1,227 

円 

43,821 

夜間勤務 

手当 

午後10時から翌日の午後5時までの間（深

夜）に勤務した職員に支給 

 →勤務1時間当たりの給与額×25/100 

同  
千円 

- 

円 

- 

管理職 

手当 

管理、監督の地位にある職員に支給 

 →25,900円～139,000円 
同  

千円 

90,824 

円 

1,043,954 
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(5) 流域下水道事業 
 ① 職員給与費の状況 

  ア 決算 

区 分 総費用 

 

Ａ 

純損益又は 

実質収支 

職員給与費 

 

Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

    Ｂ／Ａ 

  (参考) 

平成30年度の総費用に 

占める職員給与費比率 

令和元年度 
千円 

47,755,253 

千円 

2,070,709 

千円 

688,851 

％ 

1.4 

％ 

1.4 

（注） 資本勘定支弁職員に係る職員給与費496,991千円を含みません。 

     

区 分 

職員数 

 

     Ａ 

給     与     費 一人当たり 

給与費 

Ｂ/Ａ 

 
(参考)都道府県平均

一人当たり給与費 
給  料 職員手当 期末･勤勉手当 計 

  Ｂ 

令和元年度 
   人 

132 

    千円 

509,342 

    千円 

154,565 

    千円 

212,947 

    千円 

876,854 

千円 

6,643 

 千円 

6,519 

（注） １ 職員手当には退職給与金を含みません。           

    ２ 職員数は、令和2年3月31日現在の人数です。   

      

 ② 職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和2年4月1日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額 

埼 玉 県 48.7 歳 376,030 円 646,596 円 

団 体 平 均 42.5 歳 360,387 円 545,305 円 

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。 

 

③ 職員の手当の状況 

 ア 期末手当・勤勉手当 

埼玉県 団体平均 

 １人当たり平均支給額（令和元年度） 

 1,816 千円  

 １人当たり平均支給額（令和元年度） 

 1,456 千円  

（令和元年度支給割合） 

期末手当     勤勉手当 

 2.60月分     1.90 月分 

（1.45月分）   （0.90）月分 

 

（加算措置の状況） 

 職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算   5～20％ 

・管理職加算 15～25％ 

 

（注）(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。 
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 イ 退職手当（令和2年4月1日現在） 

埼玉県 団体平均 

（支給率）    自己都合   勧奨・定年 

勤続20年    19.6695月分   24.586875月分 

勤続25年    28.0395月分   33.27075 月分 

勤続35年    39.7575月分   47.709   月分 

最高限度額   47.709 月分   47.709   月分 

その他の加算措置   定年前早期退職特例措置 

                  （2 ％～45 ％加算） 

１人当たりの平均支給額 （自己都合）（勧奨・定年） 

 （令和元年度決算）   0千円     0千円 

 1人当たり平均支給額 13,560 千円 

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、令和元年度に退職した職員に支給された平均額です。 

 

 

 ウ 地域手当（令和2年4月1日現在） 

支 給 実 績（令和元年度決算） 53,853 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 427,407 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率） 

埼玉県内 8.3 ％ 124 人 8.3 ％ 

東京都特別区等 11.3 ％ 1人 11.3 ％ 

 

 エ 特殊勤務手当（令和2年4月1日現在） 

 

支給総額（令和元年度決算） 5 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 581 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和元年度） 7.5 ％ 

手当の種類（手当数） 5 手当 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 
支給実績 

（令和元年度決算） 

左記職員に対する支

給単価 

土木作業手当 下水道事務所に勤務する職員 
交通の頻繁な道路上での 

測量等 

千円 

2 
 日額340円 

下水道施設検査 

手当 
下水道事務所に勤務する職員 

下水道の管渠及びマン 

ホール内で行う調査等 

千円 

2 
 日額320円 

用地交渉等手当 下水道事務所に勤務する職員 用地取得等の交渉業務 
千円 

0 
 日額650円 

特殊現場作業 

手当 
下水道事務所に勤務する職員 

高所等特殊な場所での 

工事作業等 

千円 

1 
 日額370円 

災害応急作業等 

手当 
下水道事務所に勤務する職員 

重大な災害が発生した下

水道施設での応急作業等 

千円 

0 
 日額 610 円～730 円 
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 オ 時間外勤務手当   

 支給実績（令和元年度決算） 46,575 千円 

 支給職員１人当たり平均支給年額（令和元年度決算） 501 千円 

 支給実績（平成30年度決算） 52,776 千円 

 支給職員１人当たり平均支給年額（平成30年度決算）   607 千円 

（注）１ 職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、それぞれ、4月1日現在の総職員数（管理職員、教育職員

等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含んでいます。 

２ 休日勤務手当を含んでいます。 

 

 カ その他の手当（令和2年4月1日現在）                                               

手 当 名 内容及び支給単価 

一般行政 

職の制度 

との異同 

一般行政職の

制度と 

異なる内容 

支給実績 

(令和元年度決算) 

支給職員1人当たり

平均支給年額 

(令和元年度決算) 

扶養手当 
扶養親族のある職員に支給 

 →配偶者6,500円,子10,000円等 
同 

 千円 

14,443  

円 

 225,664  

住居手当 
①借家等居住者  

 →家賃に応じ月額最高28,000円 
同 

 千円 

10,313 

円 

 312,529  

初任給調整 

手当 

大学卒業後一定期間内に採用された 

医師又は歯科医師の職員に支給 

 →308,600円(又は50,800円)以内 

同 

 
千円 

0  

円 

0  

通勤手当 

①交通機関（電車等）利用者 

 →運賃等相当額 

（原則として６か月定期券価額） 

同 

 

千円 

14,689 

円 

 141,242  
②交通用具（自動車等）利用者 

 →距離に応じた額 
同 

 

単身赴任手当 
単身赴任の職員に支給 

 →30,000円＋加算額 
同 

 千円 

0  

円 

0  

休日勤務手当 

祝日等において勤務を命ぜられた職員に

支給 

 →勤務１時間当たりの給与額×135/100 

同 

 
千円 

－ 

円 

－ 

管理職員 

特別勤務手当 

管理職が祝日等に勤務した場合に支給 

 →勤務１回につき、2,000～18,000円 
同 

 千円 

330  

円 

 23,571  

管理職手当 
管理、監督の地位にある職員に支給 

 →57,800円～136,000円 
同 

 千円 

14,479  

円 

 1,034,228  

 

 

 


